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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 161,045 △3.7 2,879 △53.5 2,714 △54.0 1,750 ―

29年3月期 167,200 △16.5 6,196 △47.4 5,897 △44.4 △7,438 ―

（注）包括利益 30年3月期　　2,790百万円 （―％） 29年3月期　　△5,346百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 83.74 ― 2.7 1.5 1.8

29年3月期 △355.86 ― △11.0 3.1 3.7

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 ―百万円 29年3月期 ―百万円

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株
当たり当期純利益を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 190,297 67,747 35.3 3,214.86

29年3月期 183,735 64,958 35.1 3,082.45

（参考） 自己資本 30年3月期 67,191百万円 29年3月期 64,426百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 9,928 △714 △674 36,652

29年3月期 △8,769 △1,263 △1,639 28,187

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

30年3月期 ― ― ― 20.00 20.00 425 23.9 0.6

31年3月期(予想) ― ― ― 20.00 20.00 20.9

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 78,000 5.0 1,500 △43.0 1,400 △47.0 800 △57.8 38.28

通期 170,000 5.6 3,700 28.5 3,400 25.3 2,000 14.3 95.69



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 22,494,629 株 29年3月期 22,494,629 株

② 期末自己株式数 30年3月期 1,594,332 株 29年3月期 1,593,719 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 20,900,558 株 29年3月期 20,901,830 株

（注）詳細は、添付資料16ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（１株当たり情報）」をご覧ください。

平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、期
中平均株式数を算定しております。

（参考）個別業績の概要

1. 平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 152,320 △4.3 2,466 △56.8 2,372 △57.3 1,722 ―

29年3月期 159,177 △17.6 5,713 △47.7 5,553 △43.5 △7,492 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 81.05 ―

29年3月期 △352.54 ―

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当た
り当期純利益を算定しております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 177,558 60,220 33.9 2,833.68

29年3月期 169,474 58,074 34.3 2,732.59

（参考） 自己資本 30年3月期 60,220百万円 29年3月期 58,074百万円

2. 平成31年 3月期の個別業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 76,000 7.5 1,300 △50.8 1,200 △55.3 700 △64.7 32.94

通期 166,000 9.0 3,100 25.7 2,900 22.2 1,700 △1.3 79.99

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添
付資料３ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当期のわが国経済は、政府による各種の経済政策の効果を背景に企業業績の改善に伴う雇用・所

得環境の改善傾向が続くなど、緩やかな回復基調が継続しております。

国内建設市場におきましては、公共投資は防災・減災分野や社会資本の老朽化に対応する維持・

更新等の分野を中心に堅調に推移し、民間投資は企業収益の高まりや税制改正の後押しを受け、底

堅く推移してまいりました。

このような環境のもと、当社グループは基本方針に「信頼を回復するための『変化』」、「技術

と品質を活かした基盤づくりからの『成長』」を掲げた「中期経営計画(平成29～31年度)」に基づ

く各施策を遂行し、経営目標を達成することにより、着実に経営基盤を強化していくこと、顧客と

社会からの期待と信頼に応える持続的成長企業となることを目指してまいりました。

当期の当社グループの連結業績につきましては、売上高は161,045百万円（前連結会計年度比3.7

％減）、営業利益は2,879百万円（前連結会計年度比53.5％減）、経常利益は2,714百万円（前連結

会計年度比54.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,750百万円（前連結会計年度は親会

社株主に帰属する当期純損失7,438百万円）となりました。

　

当社グループのセグメントの業績は、次のとおりであります。

　

（国内土木事業）

海上土木分野を中心に、鉄道・発電所などのインフラ・社会資本の整備に継続的に取り組んでお

ります。当連結会計年度の売上高は74,939百万円（前連結会計年度比12.3％減）、セグメント利益

（営業利益）は2,223百万円（前連結会計年度比54.6％減）となりました。

　

（国内建築事業）

特命案件・企画提案案件・設計施工案件の受注拡大に取り組んでおります。当連結会計年度の売

上高は53,035百万円（前連結会計年度比21.4％増）、セグメント利益（営業利益）は2,206百万円

（前連結会計年度比211.1％増）となりました。

　

（海外事業）

東南アジアを中心に中東・アフリカなどにおいて、海上土木工事や火力発電所等プラント工事に

取り組んでおります。当連結会計年度の売上高は23,217百万円（前連結会計年度比19.7％減）、セ

グメント利益（営業利益）は961百万円（前連結会計年度比68.8％減）となりました。

　

（その他）

当連結会計年度の売上高は9,852百万円（前連結会計年度比7.7％増）、セグメント利益（営業利

益）は807百万円（前連結会計年度比21.8％増）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末と比較して6,562百万円増加し、190,297

百万円となりました。これは、主に立替金が減少した一方で、現金預金、受取手形・完成工事未収

入金等が増加したことによります。

負債は、前連結会計年度末と比較して3,773百万円増加し、122,550百万円となりました。これは

主に電子記録債務、支払手形・工事未払金等が増加したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比較して2,788百万円増加し、67,747百万円となりました。なお、

自己資本比率は35.3％と、前連結会計年度末と比較して0.2ポイント増加しております。

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度におきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは仕入債務の増加等によ

り、9,928百万円の資金増加（前連結会計年度は8,769百万円の資金減少）となりました。投資活動

によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により、714百万円の資金減少（前連結会計

年度は1,263百万円の資金減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは借入金の返

済等により、674百万円の資金減少（前連結会計年度は1,639百万円の資金減少）となりました。以

上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ8,464百万円

増加し、36,652百万円となりました。

　

（４）今後の見通し

国内建設市場におきましては、政府の成長戦略の具体化や国民の安全・安心確保に伴う取り組み

が推進されているほか、首都圏地域では2020年東京オリンピック・パラリンピック開催を見据えた

様々な施設、インフラの整備が進んでおります。さらに、消費増税の駆け込み需要により、民間住

宅投資の増加が見込まれます。

海外建設市場におきましては、引き続き新興国を中心に港湾、発電所、プラント土建工事、冷凍

冷蔵倉庫など社会インフラの整備が進むものと考えられます。

現時点での業績見通しを以下のとおりとしております。

平成31年３月期 　 （％表示は、前期比増減率）

　 連 結 　 個 別

受 注 高 ─ ─ 170,000百万円 16.2 ％

売 上 高 170,000百万円 5.6 ％ 166,000百万円 9.0 ％

営 業 利 益 3,700百万円 28.5 ％ 3,100百万円 25.7 ％

経 常 利 益 3,400百万円 25.3 ％ 2,900百万円 22.2 ％

当期純利益 2,000百万円 14.3 ％ 1,700百万円 △1.3 ％

　 ※連結の当期純利益につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益を記載しております。
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（５）対処すべき課題

平成28年に明らかになりました地盤改良工事における施工不良等に関しましては、当社に下命さ

れました瑕疵修補に係る工事を、着実に、且つ一日も早く完遂させ、施工者としての責任を全うす

ることに全力を注ぐとともに、再発防止の取り組みを継続的に実施していくことにより、信用の回

復に努めてまいります。

当社の経営理念である「高い技術」と「誠実な施工」により、お客様に納得して頂ける高い品質

のものをお届けすること、社員のコンプライアンス意識向上に常に取り組み、誠実な企業風土を醸

成していくことで、顧客と社会からの期待に応えられる持続的成長企業を目指してまいります。

　

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、会計基準については日本基準

を適用しております。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であり

ます。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 28,217 36,682

受取手形・完成工事未収入金等 78,288 79,344

有価証券 － 15

未成工事支出金等 7,703 6,466

販売用不動産 3,812 3,963

繰延税金資産 7,407 6,048

立替金 10,965 7,524

その他 3,250 5,930

貸倒引当金 △550 △296

流動資産合計 139,094 145,680

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 15,985 15,442

機械、運搬具及び工具器具備品 20,017 20,430

土地 18,398 17,913

リース資産 151 596

建設仮勘定 22 10

減価償却累計額 △26,924 △27,719

有形固定資産合計 27,651 26,673

無形固定資産 544 562

投資その他の資産

投資有価証券 13,988 14,609

長期貸付金 337 309

繰延税金資産 773 1,197

その他 1,921 1,833

貸倒引当金 △576 △567

投資その他の資産合計 16,445 17,381

固定資産合計 44,640 44,617

資産合計 183,735 190,297
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 31,012 34,351

電子記録債務 8,429 13,556

短期借入金 13,999 13,928

未払法人税等 482 353

未成工事受入金 7,622 8,554

預り金 11,937 14,019

完成工事補償引当金 483 587

工事損失引当金 2,266 1,072

施工不良関連損失引当金 14,100 10,776

その他 5,117 3,740

流動負債合計 95,452 100,940

固定負債

長期借入金 15,196 14,703

再評価に係る繰延税金負債 2,358 2,348

退職給付に係る負債 4,436 2,889

その他 1,333 1,667

固定負債合計 23,324 21,610

負債合計 118,776 122,550

純資産の部

株主資本

資本金 18,976 18,976

資本剰余金 18,115 18,115

利益剰余金 23,020 24,791

自己株式 △2,056 △2,058

株主資本合計 58,055 59,824

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,193 4,634

繰延ヘッジ損益 － △17

土地再評価差額金 3,629 3,606

退職給付に係る調整累計額 △1,452 △857

その他の包括利益累計額合計 6,370 7,366

非支配株主持分 532 555

純資産合計 64,958 67,747

負債純資産合計 183,735 190,297
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 167,200 161,045

売上原価 150,990 148,029

売上総利益 16,210 13,015

販売費及び一般管理費 10,013 10,135

営業利益 6,196 2,879

営業外収益

受取利息 42 44

受取配当金 240 269

その他 44 62

営業外収益合計 328 376

営業外費用

支払利息 388 342

貸倒引当金繰入額 △33 16

保証料 72 62

支払手数料 42 110

その他 157 9

営業外費用合計 627 542

経常利益 5,897 2,714

特別利益

固定資産売却益 79 81

その他 － 0

特別利益合計 79 81

特別損失

固定資産売却損 184 5

固定資産除却損 13 37

減損損失 332 59

退職特別加算金 78 46

損害賠償金 － 72

施工不良関連損失 15,374 －

その他 12 16

特別損失合計 15,995 238

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△10,018 2,557

法人税、住民税及び事業税 884 307

法人税等調整額 △3,539 476

法人税等合計 △2,654 783

当期純利益又は当期純損失（△） △7,364 1,773

非支配株主に帰属する当期純利益 74 23

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

△7,438 1,750
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △7,364 1,773

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,227 441

繰延ヘッジ損益 △2 △17

土地再評価差額金 － △1

退職給付に係る調整額 792 594

その他の包括利益合計 2,017 1,016

包括利益 △5,346 2,790

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △5,420 2,767

非支配株主に係る包括利益 74 23
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（３）連結株主資本等変動計算書

　 前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,976 18,113 31,353 △2,053 66,389

当期変動額

剰余金の配当 △836 △836

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△7,438 △7,438

自己株式の取得 △2 △2

連結子会社株式の取

得による持分の増減
1 1

土地再評価差額金の

取崩
△58 △58

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― 1 △8,332 △2 △8,334

当期末残高 18,976 18,115 23,020 △2,056 58,055

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価差額

金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 2,966 2 3,570 △2,244 4,294 459 71,143

当期変動額

剰余金の配当 △836

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△7,438

自己株式の取得 △2

連結子会社株式の取

得による持分の増減
1

土地再評価差額金の

取崩
△58

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

1,227 △2 58 792 2,075 72 2,148

当期変動額合計 1,227 △2 58 792 2,075 72 △6,185

当期末残高 4,193 ― 3,629 △1,452 6,370 532 64,958
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　 当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,976 18,115 23,020 △2,056 58,055

当期変動額

剰余金の配当 ―

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,750 1,750

自己株式の取得 △1 △1

連結子会社株式の取

得による持分の増減
―

土地再評価差額金の

取崩
20 20

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 1,770 △1 1,769

当期末残高 18,976 18,115 24,791 △2,058 59,824

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価差額

金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 4,193 ― 3,629 △1,452 6,370 532 64,958

当期変動額

剰余金の配当 ―

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,750

自己株式の取得 △1

連結子会社株式の取

得による持分の増減
―

土地再評価差額金の

取崩
20

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

441 △17 △22 594 996 23 1,019

当期変動額合計 441 △17 △22 594 996 23 2,788

当期末残高 4,634 △17 3,606 △857 7,366 555 67,747
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△10,018 2,557

減価償却費 2,010 1,771

減損損失 332 59

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30 △262

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △114 △988

施工不良関連損失引当金の増減額（△は減少） 14,100 △3,323

受取利息及び受取配当金 △283 △314

支払利息 388 342

為替差損益（△は益） 35 62

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 12 2

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） 104 △75

有形及び無形固定資産除却損 2 10

売上債権の増減額（△は増加） △4,313 △1,056

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 4,747 1,236

販売用不動産の増減額（△は増加） 307 229

仕入債務の増減額（△は減少） △11,664 8,464

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,134 931

その他 972 756

小計 △4,545 10,405

利息及び配当金の受取額 297 328

利息の支払額 △428 △378

法人税等の支払額 △4,093 △426

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,769 9,928

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,693 △1,072

有形固定資産の売却による収入 478 483

無形固定資産の取得による支出 △65 △130

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △23 △33

有価証券及び投資有価証券の売却及び
償還による収入

0 22

貸付けによる支出 △493 △293

貸付金の回収による収入 507 310

その他 26 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,263 △714
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 87 52

長期借入れによる収入 4,947 4,920

長期借入金の返済による支出 △5,744 △5,535

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △832 △0

その他 △94 △109

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,639 △674

現金及び現金同等物に係る換算差額 △37 △74

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,709 8,464

現金及び現金同等物の期首残高 39,896 28,187

現金及び現金同等物の期末残高 28,187 36,652

決算短信（宝印刷） 2018年05月15日 08時40分 12ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



東亜建設工業㈱(1885) 平成30年３月期 決算短信

－13－

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

　

(表示方法の変更)

(連結損益計算書関係)

１ 前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、営

業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしており

ます。また、前連結会計年度において、「営業外費用」に独立掲記しておりました「為替差

損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その他」

に含めて表示しております。これらの表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「為替差損」に表

示していた88百万円及び「その他」に表示していた111百万円は、「支払手数料」42百万円、

「その他」157百万円として組み替えております。

２ 前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「退職特別加算金」及び

「損害賠償金」は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記

することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務

諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」の「その他」に表示し

ていた91百万円は、「退職特別加算金」78百万円、「その他」12百万円として組み替えており

ます。
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(セグメント情報等)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。

当社は、国内建設事業を統括する土木事業本部及び建築事業本部、海外事業を統括する国際事

業本部を置き、各事業本部はそれぞれの分野における包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「国内土木事業」、「国内建築事業」及び「海外事業」の３つを報告セグメントとしており

ます。

各区分の主な事業内容

(1) 国内土木事業…当社の国内土木工事、設計受託等に関する事業

(2) 国内建築事業…当社の国内建築工事、設計受託等に関する事業

(3) 海外事業………当社の海外工事全般に関する事業

　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している

会計処理の方法と概ね同一であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

なお、資産については、事業セグメントに配分しておりません。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 85,437 43,685 28,927 158,050 9,150 167,200 ― 167,200

　(2) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

28 76 ― 104 22,130 22,234 △22,234 ―

　計 85,465 43,761 28,927 158,154 31,281 189,435 △22,234 167,200

　セグメント利益 4,898 709 3,080 8,688 663 9,351 △3,154 6,196

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造・

販売及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△3,154百万円には、セグメント間取引消去137百万円及び各報告セグメントに帰属

しない一般管理費△3,291百万円が含まれております。

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 74,939 53,035 23,217 151,193 9,852 161,045 ― 161,045

　(2) セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

159 67 ― 226 19,841 20,067 △20,067 ―

　計 75,098 53,102 23,217 151,419 29,693 181,113 △20,067 161,045

　セグメント利益 2,223 2,206 961 5,390 807 6,198 △3,318 2,879

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造・

販売及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△3,318百万円には、セグメント間取引消去△23百万円及び各報告セグメントに帰

属しない一般管理費△3,295百万円が含まれております。

３．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 3,082.45円 3,214.86円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

△355.86円 83.74円

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び１株当たり当

期純損失を算定しております。

　

　 ４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度末
(平成29年３月31日)

当連結会計年度末
(平成30年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 64,958 67,747

普通株式に係る純資産額（百万円） 64,426 67,191

差額の主な内訳（百万円)

　非支配株主持分 532 555

普通株式の発行済株式数（千株) 22,494 22,494

普通株式の自己株式数（千株） 1,593 1,594

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株)

20,900 20,900

　 ５．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)
(百万円)

△7,438 1,750

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に帰属する
当期純損失(△)(百万円)

△7,438 1,750

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,901 20,900

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当事業年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 25,190 33,646

受取手形 4,511 3,048

完成工事未収入金 69,060 72,292

兼業事業未収入金 515 384

有価証券 － 15

未成工事支出金 5,158 4,551

兼業事業支出金 93 120

販売用不動産 3,704 3,856

繰延税金資産 7,171 5,854

立替金 10,979 7,525

その他 4,242 6,802

貸倒引当金 △544 △289

流動資産合計 130,083 137,807

固定資産

有形固定資産

建物 8,138 7,659

減価償却累計額 △5,878 △5,786

建物（純額） 2,260 1,872

構築物 1,798 1,781

減価償却累計額 △1,359 △1,378

構築物（純額） 439 403

機械及び装置 3,229 3,899

減価償却累計額 △2,239 △2,735

機械及び装置（純額） 990 1,164

船舶 7,772 7,788

減価償却累計額 △6,485 △6,741

船舶（純額） 1,286 1,047

車両運搬具 186 221

減価償却累計額 △110 △136

車両運搬具（純額） 76 84

工具器具・備品 2,226 2,212

減価償却累計額 △1,852 △1,911

工具器具・備品（純額） 373 301

土地 14,852 14,357

リース資産 281 714

減価償却累計額 △196 △223

リース資産（純額） 85 491

建設仮勘定 23 10

有形固定資産合計 20,388 19,733
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当事業年度
(平成30年３月31日)

無形固定資産 507 534

投資その他の資産

投資有価証券 13,428 14,043

関係会社株式 2,323 2,329

長期貸付金 9 5

関係会社長期貸付金 1,074 1,119

従業員に対する長期貸付金 4 1

繰延税金資産 － 584

その他 2,230 1,966

貸倒引当金 △576 △567

投資その他の資産合計 18,495 19,482

固定資産合計 39,390 39,750

資産合計 169,474 177,558

負債の部

流動負債

支払手形 6,006 8,611

電子記録債務 10,097 15,708

工事未払金 21,827 22,474

短期借入金 13,328 13,295

リース債務 33 153

未払法人税等 403 221

未成工事受入金 7,336 8,186

兼業事業受入金 26 74

預り金 13,336 15,437

完成工事補償引当金 483 587

工事損失引当金 1,974 1,069

施工不良関連損失引当金 14,100 10,776

その他 6,227 4,878

流動負債合計 95,182 101,473

固定負債

長期借入金 11,711 11,852

リース債務 62 379

再評価に係る繰延税金負債 2,358 2,348

退職給付引当金 1,957 1,239

繰延税金負債 111 －

その他 16 44

固定負債合計 16,217 15,863

負債合計 111,400 117,337
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当事業年度
(平成30年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,976 18,976

資本剰余金

資本準備金 4,744 4,744

その他資本剰余金 13,422 13,422

資本剰余金合計 18,167 18,167

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 14,000 14,000

繰越利益剰余金 743 2,486

利益剰余金合計 14,743 16,486

自己株式 △1,530 △1,531

株主資本合計 50,356 52,098

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,088 4,532

繰延ヘッジ損益 － △17

土地再評価差額金 3,629 3,606

評価・換算差額等合計 7,717 8,122

純資産合計 58,074 60,220

負債純資産合計 169,474 177,558
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高

完成工事高 156,865 150,089

開発事業等売上高 1,289 1,329

不動産等売上高 1,023 901

売上高合計 159,177 152,320

売上原価

完成工事原価 142,517 138,812

開発事業等売上原価 1,188 1,337

不動産等売上原価 705 530

売上原価合計 144,412 140,680

売上総利益

完成工事総利益 14,347 11,276

開発事業等総利益 100 △7

不動産等総利益 317 371

売上総利益合計 14,765 11,640

販売費及び一般管理費

役員報酬 153 151

従業員給料手当 3,856 3,829

退職給付費用 206 258

法定福利費 571 552

福利厚生費 349 340

事務用品費 384 431

通信交通費 335 379

調査研究費 762 891

広告宣伝費 73 103

貸倒引当金繰入額 0 －

貸倒損失 － 0

交際費 100 135

寄付金 16 7

地代家賃 690 673

減価償却費 366 278

租税公課 440 380

雑費 745 760

販売費及び一般管理費合計 9,051 9,173

営業利益 5,713 2,466

決算短信（宝印刷） 2018年05月15日 08時40分 20ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



東亜建設工業㈱(1885) 平成30年３月期 決算短信

－21－

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業外収益

受取利息 61 62

有価証券利息 2 1

受取配当金 234 262

その他 31 50

営業外収益合計 330 376

営業外費用

支払利息 297 270

貸倒引当金繰入額 △33 16

保証料 71 62

支払手数料 42 110

その他 111 9

営業外費用合計 489 470

経常利益 5,553 2,372

特別利益

固定資産売却益 69 56

その他 － 0

特別利益合計 69 56

特別損失

固定資産売却損 183 0

固定資産除却損 16 38

減損損失 309 58

退職特別加算金 77 46

施工不良関連損失 15,374 －

その他 16 16

特別損失合計 15,977 160

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △10,353 2,269

法人税、住民税及び事業税 660 127

法人税等調整額 △3,521 419

法人税等合計 △2,861 546

当期純利益又は当期純損失（△） △7,492 1,722
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（３）株主資本等変動計算書

　 前事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 18,976 4,744 13,422 18,167 14,000 9,144 23,144 △1,527 58,761

当期変動額

剰余金の配当 △850 △850 △850

当期純損失（△） △7,492 △7,492 △7,492

自己株式の取得 △2 △2

土地再評価差額金の

取崩
△58 △58 △58

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △8,401 △8,401 △2 △8,404

当期末残高 18,976 4,744 13,422 18,167 14,000 743 14,743 △1,530 50,356

評価・換算差額等

純資産合計その他有価

証券評価差

額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,895 2 3,570 6,468 65,229

当期変動額

剰余金の配当 △850

当期純損失（△） △7,492

自己株式の取得 △2

土地再評価差額金の

取崩
△58

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

1,192 △2 58 1,248 1,248

当期変動額合計 1,192 △2 58 1,248 △7,155

当期末残高 4,088 ― 3,629 7,717 58,074
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　 当事業年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 18,976 4,744 13,422 18,167 14,000 743 14,743 △1,530 50,356

当期変動額

剰余金の配当 ―

当期純利益 1,722 1,722 1,722

自己株式の取得 △1 △1

土地再評価差額金の

取崩
20 20 20

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 1,743 1,743 △1 1,741

当期末残高 18,976 4,744 13,422 18,167 14,000 2,486 16,486 △1,531 52,098

評価・換算差額等

純資産合計その他有価

証券評価差

額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 4,088 ― 3,629 7,717 58,074

当期変動額

剰余金の配当 ―

当期純利益 1,722

自己株式の取得 △1

土地再評価差額金の

取崩
20

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

444 △17 △22 404 404

当期変動額合計 444 △17 △22 404 2,146

当期末残高 4,532 △17 3,606 8,122 60,220
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５．その他

当事業年度の個別売上高・受注等の概況

①個別売上高 （単位：百万円）

区 分
前事業年度 当事業年度

増減 増減率（自 平成28年４月１日 （自 平成29年４月１日
　至 平成29年３月31日） 　至 平成30年３月31日）

国内官公庁 64,843 ( 40.7 %) 54,125 ( 35.5 %) △10,717 △16.5 %

完
土 国 内 民 間 19,446 ( 12.2 ) 19,922 ( 13.1 ) 476 2.4

木 海 外 23,334 ( 14.7 ) 19,483 ( 12.8 ) △3,851 △16.5

成
計 107,624 ( 67.6 ) 93,531 ( 61.4 ) △14,093 △13.1

国内官公庁 8,877 ( 5.6 ) 6,854 ( 4.5 ) △2,023 △22.8

工
建 国 内 民 間 34,782 ( 21.9 ) 46,159 ( 30.3 ) 11,376 32.7

築 海 外 5,580 ( 3.5 ) 3,544 ( 2.3 ) △2,035 △36.5

事
計 49,240 ( 31.0 ) 56,558 ( 37.1 ) 7,317 14.9

国内官公庁 73,721 ( 46.3 ) 60,979 ( 40.0 ) △12,741 △17.3

高
合 国 内 民 間 54,229 ( 34.1 ) 66,082 ( 43.4 ) 11,852 21.9

計 海 外 28,915 ( 18.2 ) 23,027 ( 15.1 ) △5,887 △20.4

計 156,865 ( 98.6 ) 150,089 ( 98.5 ) △6,776 △4.3

開 発 事 業 等 1,289 ( 0.8 ) 1,329 ( 0.9 ) 40 3.2

不 動 産 等 売 上 高 1,023 ( 0.6 ) 901 ( 0.6 ) △121 △11.9

合 計 159,177 ( 100.0 ) 152,320 ( 100.0 ) △6,857 △4.3

（注）（ ）内の％表示は、構成比率
　
②個別受注高 （単位：百万円）

区 分
前事業年度 当事業年度

増減 増減率（自 平成28年４月１日 （自 平成29年４月１日
　至 平成29年３月31日） 　至 平成30年３月31日）

国内官公庁 52,559 ( 40.1 %) 52,430 ( 35.9 %) △129 △0.2 %

土 国 内 民 間 18,466 ( 14.1 ) 25,070 ( 17.1 ) 6,604 35.8

建
木 海 外 8,094 ( 6.2 ) 17,176 ( 11.7 ) 9,081 112.2

計 79,119 ( 60.4 ) 94,677 ( 64.7 ) 15,557 19.7

設
国内官公庁 2,265 ( 1.7 ) 2,532 ( 1.7 ) 267 11.8

建 国 内 民 間 46,167 ( 35.3 ) 46,019 ( 31.5 ) △148 △0.3

事
築 海 外 1,965 ( 1.5 ) 1,711 ( 1.2 ) △254 △12.9

計 50,398 ( 38.5 ) 50,263 ( 34.4 ) △135 △0.3

業
国内官公庁 54,824 ( 41.8 ) 54,962 ( 37.6 ) 138 0.3

合 国 内 民 間 64,633 ( 49.4 ) 71,090 ( 48.6 ) 6,456 10.0

計 海 外 10,059 ( 7.7 ) 18,887 ( 12.9 ) 8,827 87.8

計 129,517 ( 98.9 ) 144,940 ( 99.1 ) 15,422 11.9

開 発 事 業 等 1,396 ( 1.1 ) 1,344 ( 0.9 ) △52 △3.7

合 計 130,914 ( 100.0 ) 146,284 ( 100.0 ) 15,370 11.7

（注）（ ）内の％表示は、構成比率
　
③個別手持高 （単位：百万円）

区 分
前事業年度 当事業年度

増減 増減率
（平成29年３月31日現在） （平成30年３月31日現在）

国内官公庁 65,456 ( 37.0 %) 63,761 ( 37.1 %) △1,695 △2.6 %

土 国 内 民 間 17,584 ( 9.9 ) 22,732 ( 13.2 ) 5,148 29.3

建
木 海 外 29,663 ( 16.8 ) 27,356 ( 15.9 ) △2,306 △7.8

計 112,704 ( 63.7 ) 113,850 ( 66.2 ) 1,146 1.0

設
国内官公庁 6,806 ( 3.8 ) 2,484 ( 1.4 ) △4,321 △63.5

建 国 内 民 間 52,229 ( 29.5 ) 52,090 ( 30.3 ) △139 △0.3

事
築 海 外 4,308 ( 2.4 ) 2,474 ( 1.5 ) △1,833 △42.6

計 63,344 ( 35.7 ) 57,049 ( 33.2 ) △6,294 △9.9

業
国内官公庁 72,262 ( 40.8 ) 66,245 ( 38.5 ) △6,017 △8.3

合 国 内 民 間 69,814 ( 39.4 ) 74,823 ( 43.5 ) 5,008 7.2

計 海 外 33,972 ( 19.2 ) 29,831 ( 17.4 ) △4,140 △12.2

計 176,049 ( 99.4 ) 170,900 ( 99.4 ) △5,148 △2.9

開 発 事 業 等 976 ( 0.6 ) 991 ( 0.6 ) 14 1.5

合 計 177,025 ( 100.0 ) 171,891 ( 100.0 ) △5,134 △2.9

（注）（ ）内の％表示は、構成比率
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